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三重県地域と若者の未来を拓く学生奨学金返還支援事業 Ｑ＆Ａ（第６版） 

 

（応募資格） 

Ｑ１ 県外出身で、県外の大学に在学していますが、申請できますか。 

 Ａ１ 申請可能です。出身地や大学等の所在地で制限を設けていません。 

 

Ｑ２ 現在、企業から内定をもらっていますが、そこに就職するかどうか、ま

だ決めていません。申請できますか。 

Ａ２ 企業から就職内定を取得しているが、内定手続きを行わないなど内定企

業に対して就職する意思を確定させずに就職活動を継続している場合は、

申請可能です。 

 

Ｑ３ 現在、大学４年生で、大学院に進学する予定ですが、申請できますか。 

 Ａ３ 申請できません。大学院に進学後、申請してください。 

 

Ｑ４ 出身地の市の奨学金の貸与を受けていますが、申請できますか。 

Ａ４ 日本学生支援機構第一種奨学金に準ずる奨学金であれば、申請できます。 

    お問い合わせ窓口（三重県 戦略企画部 戦略企画総務課 企画調整班）

までお問い合わせください。電話 059-224-2009、ＦＡＸ 059-224-2069、

メール sensomu@pref.mie.lg.jp 

 

Ｑ５ 家業を将来継ぐ予定で、仕事を手伝う場合も申請できますか。 

Ａ５ 常勤雇用の実態があり、それを証明する資料（「三重県地域と若者の未

来を拓く学生奨学金返還支援事業助成金交付要領」第 11条、第 15条、第

17 条で定める様式第 10 号の在職証明書など）を提出いただければ対象と

なります。 

 

Ｑ６ 公務員は対象外とのことですが、公務員に該当する範囲はどのようなも

のですか。 

 Ａ６ 国家公務員法、地方公務員法に定める公務員、地方独立行政法人法に定 

める特定地方独立行政法人の職員及び独立行政法人通則法に定める行政執

行法人の職員が公務員に該当します。 

 

Ｑ７ 既卒者ですが、応募できる条件は何ですか。  

Ａ７ 申請時に大学等を卒業後３年以内で、三重県内での就業先が決まってお

らず、県外に居住している方が対象です。（ＵＩターンとなる県外居住者

が対象です。） 

   申請時に三重県内での就業先が決まっている場合や申請時に三重県内

に居住している場合は、応募できません。 
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      なお、申請時に奨学金を返還中である方だけでなく、返還猶予を受けて

いる方も対象となります。 

 

Ｑ８ 他の奨学金返還免除・助成制度との併用は可能ですか。 

Ａ８ 他の奨学金返還免除・助成制度と併用しても、両制度による助成金額が

在学中に借受予定の奨学金総額の範囲内であれば可能です。 

   なお、既卒者の場合は、両制度による助成金額が支援対象者として認定

時点の奨学金借入残額の範囲内であれば可能です。 

また、三重県医師修学資金、三重県保健師助産師看護師等修学資金、三

重県保育士修学資金、三重県介護福祉士修学資金の貸与を受けている場合

は、条件を満たせば全額返還免除となることから対象外とします。 

 

Ｑ９ 日本学生支援機構第二種奨学金は対象となりますか。 

 Ａ９ 対象となりません。 

 

Ｑ10 日本学生支援機構第一種奨学金に準ずる奨学金として、どのような奨学

金がありますか。 

Ａ10 日本学生支援機構第一種奨学金は、大学院、大学、短期大学、高等専門

学校、専修学校専門課程に在学する学生のうち、特に学業に優れた学生で

経済的理由により著しく修学困難な学生に無利子で貸与する制度です。 

   日本学生支援機構第一種奨学金に準ずる奨学金としては、経済的理由に

より著しく修学困難な学生に無利子で貸与する、「あしなが奨学金」、「交

通遺児育英会奨学金」、「日本公務員弘済会奨学金」、「社会福祉協議会教育

支援金教育支援費」、「母子父子寡婦福祉資金貸付金修学資金」、「高等学校

等修学奨学金（高等専門学校４、５年生を対象）」などがあります。 

 

（助成内容） 

Ｑ11 大学院生ですが、「在学中に借受予定の奨学金総額」には学部生時代の

奨学金も含まれますか。 

Ａ11 含まれます。 

 

Ｑ12 認定後に奨学金の借受予定の総額が変わった場合はどうなりますか。  

 Ａ12 県が送付する認定通知書に記載の借受奨学金の総額を基準として算出

した額が上限となります。 

      なお、奨学金の借受予定の総額が変わった場合は、三重県地域と若者の

未来を拓く学生奨学金返還支援事業助成金交付要領第 10 条に基づき、認

定内容の変更手続きが必要です。 
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（指定地域枠） 

Ｑ13 募集要項の指定地域一覧を見ただけでは、自分が住む予定としている地

域が対象となるかわかりません。どうしたら良いですか。  

 Ａ13 お問い合わせ窓口（三重県 戦略企画部 戦略企画総務課 企画調整班）

までお問い合わせください。電話 059-224-2009、ＦＡＸ 059-224-2069、

メール sensomu@pref.mie.lg.jp 

 

（業種指定枠） 

Ｑ14 業種指定枠において、対象外となる業種は、どのような業種ですか。 

 Ａ14 対象外となる企業・団体や業種は、次のとおりです。 

［対象外となる企業・団体］ 

①三重県外に本社等を有する企業・団体又は三重県外に主たる事業所等 

を有する個人事業主 

②暴力団関係法人等（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律 

第２条に規定する暴力団又は暴力団関係者が、経営若しくは運営に実 

質的に関与していると認められる法人等） 

③風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律第２条に規定する 

営業を行う法人 

 

［対象外となる業種］ 

日本標準産業分類（統計法第 28条の規定に基づき、産業に関する分類を 

定めたもの）に規定する次の業種です。 

 

＜日本標準産業分類のうち、すべてが対象外となる業種＞ 

・Ｃ 鉱業，採石業，砂利採取業 

・Ｋ 不動産業，物品賃貸業 

・Ｌ 学術研究，専門・技術サービス業 

（自然科学研究所、人文・社会科学研究所、法律事務所、公認会計士事務所、 

社会保険労務士事務所、司法書士事務所、土地家屋調査士事務所、広告業、 

獣医業、土木建築サービス業、写真業など） 

  ・Ｓ 公務 

・Ｔ 分類不能の産業 
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＜日本標準産業分類のうち、一部が対象外となる業種＞ 

  ・Ｆ 電気・ガス・熱供給・水道業のうち、水道業 

・Ｊ 金融業、保険業のうち、貸金業、質屋 

  ・Ｎ 生活関連サービス業，娯楽業のうち、映画館、興行場（劇場、劇団等）、 

競輪・競馬、遊技場（パチンコ店・マージャン店）、スポーツ施設提供業等 

・Ｏ 教育，学習支援業のうち、 

学習塾、音楽教室・スポーツ教室・文化教室等 

・Ｒ サービス業（他に分類されないもの）のうち、 

廃棄物処理業、自動車整備業、機械等修理業、職業紹介・労働者派遣業、 

宗教団体、外国公務、労働団体、学術文化団体、政治団体等 

＜日本標準産業分類に関するホームページ＞ 

https://www.soumu.go.jp/toukei_toukatsu/index/seido/sangyo/02touka

tsu01_03000023.html 

 

（審査） 

Ｑ15 指定地域枠での審査では、どのような視点で審査するのですか。 

Ａ15 指定地域への居住可能性、地域貢献意欲、学生生活における姿勢等を審

査します。 

なお、生活保護受給世帯又は市町村民税所得割非課税世帯の方は、証明

書等の提出がある場合、審査において一定の配慮を行います。 

また、居住を希望する地域が、過疎地域等の場合、審査において一定の

配慮を行います。 

 

Ｑ16 業種指定枠での審査では、どのような視点で審査するのですか。 

Ａ16 県内への居住可能性、県内企業での就業可能性、地域貢献意欲や学生生

活における姿勢等を審査します。 

なお、生活保護受給世帯又は市町村民税所得割非課税世帯の方は、証明

書等の提出がある場合、審査において一定の配慮を行います。 

 

（認定後の手続き） 

Ｑ17 支援対象者の認定を受けた後、留年したときはどうなりますか。 

Ａ17 病気、けが等、やむを得ない事情による１年以内の留年を除き、留年又

は退学された場合は、認定を取り消します。 

 

Ｑ18 途中で指定地域外又は県外に転居した場合はどうなりますか。 

 Ａ18 原則、認定又は交付決定を取り消します。 

なお、転勤、その他、やむを得ない事情による通算３年以内の転居につ 

いては、この限りではありません。 

 

 

https://www.soumu.go.jp/toukei_toukatsu/index/seido/sangyo/02toukatsu01_03000023.html
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Ｑ19 途中で離職した場合はどうなりますか。 

 Ａ19 離職した日から１年以内に就業できないとき又は離職期間の通算が２

年を超えたときは、認定又は交付決定を取り消します。 

 

（指定地域枠の場合） 

指定地域へ居住し、かつ常勤雇用又は個人事業主等として就業し 

た期間が対象期間となるため、離職期間は、交付申請等を行うために 

必要な期間に含みません。 

（業種指定枠の場合） 

県内へ居住し、かつ常勤雇用又は個人事業主等として三重県が指 

定する業種並びに県内に本社がある事業所に就業した期間が対象期間

となるため、離職期間は、交付申請等を行うために必要な期間に含み

ません。 

 

なお、離職した場合は、離職した企業・団体に関する就業状況を報告し

ていただく必要があります。 

 

Ｑ20 雇用形態として、正社員ではなく、パート又はアルバイトの場合は、対

象となりますか。 

 Ａ20 常勤雇用者よりも労働時間として定められた時間が日・週・月あたりで

短い勤務形態となるパートやアルバイトについては、勤務実態の把握が難

しいこと、また、募集人数が年間 40名と限定される中、より地域に貢献 

していただける方を支援したいと考え、基本的には対象としないこととし、 

常勤雇用又は個人事業主等として就業予定の者（ただし、公務員、暴力団 

関係法人及び風俗営業等関係法人への就業者は除く）に絞ることにしまし 

た。 

なお、契約社員など労働時間として定められた時間が１日・１週間・１ 

ヶ月あたりが常勤雇用者と概ね同じで、かつ１年以上の雇用契約の期間であ

れば対象になります。 

また、離職した日から１年以内に就業しないとき又は離職期間が通算２ 

年を超えたときは、認定を取り消すので、留意してください。 
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Ｑ21 支援対象者として認定後に大学院に進学した場合はどうなりますか。 

 Ａ21 （指定地域枠の場合） 

大学院修了後１年以内に指定地域に居住し、かつ企業等（ただし、 

公務員、暴力団関係法人及び風俗営業等関係法人への就業者は除く） 

に就業することで、支援対象者の資格が継続されます。 

ただし、三重県地域と若者の未来を拓く学生奨学金返還支援事業助 

成金交付要領第 10条に基づき、認定内容の変更手続きが必要です。 

なお、短期大学、高等専門学校、専修学校専門課程から４年制大学 

に編入した場合も同様です。 

 

（業種指定枠の場合） 

大学院修了後１年以内に県内に居住し、かつ県が指定する業種等（た 

だし、公務員、暴力団関係法人及び風俗営業等関係法人への就業者は

除く）に就業することで、支援対象者の資格が継続されます。 

ただし、三重県地域と若者の未来を拓く学生奨学金返還支援事業助 

成金交付要領第 10 条に基づき、認定内容の変更手続きが必要です。 

なお、短期大学、高等専門学校、専修学校専門課程から４年制大学 

に編入した場合も同様です。 

 

Ｑ22 産前産後休暇、育児休暇、介護休暇、病気休暇を取得した場合、その期

間は就業期間に算入されますか。 

 Ａ22 （指定地域枠の場合） 

指定地域に居住し、かつ企業等（ただし、公務員、暴力団関係法人 

及び風俗営業等関係法人への就業者は除く）に在籍している場合は、 

就業期間に算入されます。 

ただし、奨学金返還の猶予を受けている場合は、就業期間に含みま 

せん。 

 

（業種指定枠の場合） 

県内に居住し、かつ県が指定する業種等（ただし、公務員、暴力団 

関係法人及び風俗営業等関係法人への就業者は除く）に就業してい 

る場合は、就業期間に算入されます。 

ただし、奨学金返還の猶予を受けている場合は、就業期間に含み 

ません。 

 

 

 

 


